
新築の工事中の建築物等の消防計画
（目的）

第１条　この計画は、消防法第８条第１項に基づき、　　　　　　における防火管理業務について必要な事項を定め、火災その他災害の予防及び人命の安全を確保し、被害の軽減を図ることを目的とする。

（適用範囲及び期間）

第２条　この計画は、　　　　　　に勤務し、又は出入りする全ての者(以下「作業員等」という。)に適用する。

２　作業員等は、この計画の定めるところにより、適正に業務を実施しなければならない。

３　この計画は、　　　　年　　月　　日から本工事が完了するまでの間適用する。
（消火器の点検、整備）

第3条 防火管理者は、作業員等に対して、別添図に示す消火器の設置場所を把握させ、火災等発生の際は、初期消火を行うよう指導する。
２　防火管理者(担当者)は、消火器の設置状況等が適切であるかを工事開始の前に巡回点検を行う。

（避難経路の維持管理及び案内）

第４条　防火管理者は、作業員等に対して、別添図に示す避難経路及び当該経路の確保等を周知し、適正に管理する。
（火気の使用取扱い）

第５条　防火管理者は、溶接器具、バーナー等火気設備を使用する者に対して使用中及び使用後の安全管理について、次の内容について指導を行う。
(1) 使用前の防火管理者又は、火元責任者への届出

(2) 使用前、使用後の点検

(3) 火花が飛散する範囲の可燃物の除去

(4) 危険物等周辺での使用禁止

(5) 消火器の配置

２　喫煙に際しては、場所を定め、水を入れた吸殻容器を設置して定期的な巡回を行う。
（危険物等の管理）

第6条 危険物等(消防法上の危険物、火薬、ガス等)を使用するに際して、その種類、取扱い容量、取扱者等を把握し、次の内容の安全対策を行う。

(1) 使用前の防火管理者又は、危険物等取扱い責任者に対する報告

(2) 危険物等取扱い時の火気管理及び十分な換気等の注意
(3) 消火器の設置

(4) 保管場所を設ける際の管理方法(保管場所の掲示板、消火器の設置、責任者の明示、保管量の制限)

(自衛消防隊等の組織)

第7条 平常時における火災予防を図るため、別表１のとおり火災予防組織を編成する。

２　火災等の事故による被害を軽減するため、別表２のとおり自衛消防隊を設置する。

３　防火管理者は、作業員等に対して前２項の組織編制について周知する。

（火元責任者等）

第8条 火元責任者及び危険物等取扱い責任者は、防火管理者が行う防火上必要な業務を補佐する。また、防火管理者の代行業務を行った際には、実施内容及び結果について報告する。
　※大規模施設については、当該施設の規模に応じた人数を指名する。

(防災教育)

第9条 防火管理者は、作業員等に対し、次のことについて定期的に教育を行う。
(１)　消防計画の内容及び遵守事項

(２)　消火器等の取扱要領

(３)　火災等の事故が発生した場合の対応

(４)　その他防火管理上必要な事項について

２　防火管理者は、前項の教育の実施結果を記録しなければならない。

(訓練の実施)
第１０条　防火管理者は、定期に消火、通報及び避難誘導の訓練を行う。

２　防火管理者は、前項の訓練の結果を記録しなければならない。

(消防機関との連絡)
第１１条　防火管理者は、本計画を変更する際及び火災とまぎらわしい煙を発するおそれのある行為等を行う際は、消防機関へ届け出なければならない。
（防火管理者等の立会い）

第１２条　消防署員の立入検査に際しては、防火管理者その他関係者が立ち会うものとする。

(その他))
第１３条　防火管理者は、工事中に発生したゴミ等の管理について、作業員等に指示して、できるだけ速やかに処理するよう努めなければならない。
別表１
火　災　予　防　組　織　表

	管理権原者
	防火管理者
	火元責任者
	危険物等取扱い責任者
	担当区域

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


別表２

自　衛　消　防　隊　編　成　表

	隊　　長
	副隊長
	係
	隊　員　名
	主　　な　　任　　務

	
	
	通報連絡係
	
	１　消防機関への通報

２　工事関係責任者等への連絡

	
	
	消火係
	
	１　消火器等による初期消火活動

２　消防隊との連携及び補佐

	
	
	避難誘導係
	
	１　全作業員等の避難誘導
２　逃げ遅れ者の有無の確認

	
	
	救護係
	
	１　救護所の設置

２　負傷者の応急処置

３　救急隊との連携及び協力


※連絡体制表添付

